
 

 

 

 

 

名護市空家等実態把握調査報告書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 5年 5月 

 

沖縄県 名護市 

  



 

 

  



 

 

 目次  

 

第１章 調査の概要 ------------------------------------------------------ １ 

 調査の背景 ------------------------------------------------------ ２ 

 調査の目的 ------------------------------------------------------ ２ 

 定義 ------------------------------------------------------------ ２ 

 調査範囲及び調査対象 -------------------------------------------- ３ 

 調査期間 -------------------------------------------------------- ３ 

第２章 空き家を取り巻く現状 -------------------------------------------- ４ 

 全国の空き家の状況 ---------------------------------------------- ５ 

 住宅・土地統計における空き家の現状 ------------------------------ ６ 

第３章 空家等実態把握調査の方法 ---------------------------------------- ７ 

 調査の手順 ------------------------------------------------------ ８ 

 調査手順と調査内容 ---------------------------------------------- ９ 

第４章 空家等実態調査結果 ---------------------------------------------- 12 

 空家等 1次判定の現状 -------------------------------------------- 13 

 空家等の特定（2次判定） ----------------------------------------- 13 

 調査結果のまとめ ------------------------------------------------ 16 

第５章 空家等所有者の意向調査結果 -------------------------------------- 17 

 調査の概要 ------------------------------------------------------ 18 

 調査結果 -------------------------------------------------------- 23 

 意向調査結果のまとめ -------------------------------------------- 29 

第６章 特定空家等候補の抽出結果 ---------------------------------------- 31 

 抽出方法 -------------------------------------------------------- 32 

 各判定項目の判定基準 -------------------------------------------- 33 

 特定空家等候補の判定条件 ---------------------------------------- 36 

 特定空家等の対策優先度評価 -------------------------------------- 36 

 特定空家等候補の抽出結果 ---------------------------------------- 37 

 本調査における特定空家等候補の事例 ------------------------------ 38 

第７章 調査結果の取りまとめと考察 -------------------------------------- 39 

 空家等が地域に与える一般的影響 ---------------------------------- 40 

 空家等の現状と考察 ---------------------------------------------- 41 

第８章 資料編 ---------------------------------------------------------- 46 

 

 

  



 

1 

 

第1章  調査の概要 
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  調査の背景 

 

総務省の「住宅・土地統計調査」によると空き家は、少子高齢化の進展や人口移動の変

化などを背景に全国的に増加の一途をたどっており、管理されていない空き家が、防災・

衛生・景観等の面で地域住民への生活環境に影響を及ぼすという社会問題が起きている。 

これらの社会問題に対応する施策として国土交通省より、平成 26 年 11 月に「空家等

対策の推進に関する特別措置法」（以下「法」という。）が公布され、平成 27年 5月 26

日に全面施行された。 

法では、第一義的には所有者等に空家等の適切な管理責任があるとしながら、空家等対

策計画の作成及びこれに基づく空家等に関する対策の実施等について、住民に最も身近な

行政主体であり、個別の空家等の状況を把握する立場にある市町村の責務としている。 

国土交通省の法の施行状況等について調査した結果（令和 4 年 3 月時点）によると、

全国 1,741 市区町村のうち、空き家対策に関する計画は 1,397 市区町村（80%）で策定さ

れており、本市においても平成 30 年 3 月に「名護市空家等対策計画」（以下「現計画」

という。）を 10 か年計画として策定している。現計画において、5 年程度でフォローア

ップ調査を行い更新するものと定められており、全国的にも空き家は増加傾向にあること

から、本市における空家等の実態を把握するため本調査を実施した。 

  調査の目的 

 

本業務は、適切な管理が行われていない空家等が、防災・衛生・景観等の地域住民の生

活環境に深刻な影響を及ぼしている可能性があることから、市内全域の空家等について実

態把握のための現地調査を行い、合わせてアンケート調査により空家等所有者の意向を把

握した。また、「平成 29年度名護市空家等実態把握調査」（以下「前回調査」という。）

からの空家等の状況変化について把握するため本調査を実施した。このデータは、法に規

定する総合的かつ計画的な空家等対策の基礎資料収集及び管理資料として使用されるも

のである。 

  定義 

 

本業務における空家等の定義は、法第 2 条第 1 項に規定する「建築物又はこれに付属

する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその

敷地（立ち木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体

が所有し、又は管理するものを除く。」に基づく。 

また、使用がなされていないことが「常態である」については、平成 27年 2月に告示

された「空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針」で示さ

れた、居住その他の使用がなされていない状態をいい、おおむね年間を通して使用実績が

ないと判断された建物とする。 

空家等の用途は住宅等に限らず、店舗、事務所、倉庫等も含まれる。 
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  調査範囲及び調査対象  

 

調査範囲：名護市全域 

 

調査対象：以下の情報を利用して抽出した。 

 名護市空家等データベース 

 名護市水道閉栓情報（水量 0㎥/年・水量 5㎥以下/年） 

※年間の水道使用量が極端に少ない建物住所情報のみ 

 名護市水道メーター撤去情報 

 区長ヒアリングにより聴取した情報 

 住宅地図より抽出した情報（住宅地図上で所有者氏名のない建築物） 

  調査期間 

 

調査は調査内容に応じて以下の期間で実施した。 

 

表 1-1 各調査の実施期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本報告書においては「空き家」「空家等」の使用方法の判断は以下のとおりとして

いる。 

 

「空き家」：総務省「住宅・土地統計調査」に関連する記述、事業名称に関するもの

は原文に基づき「空き家」としている。 

「空家等」：法に関連するものは原文通り「空家等」としている。 

 

　調査内容 　調査期間

空家等机上調査 令 和 4 年 8 月 か ら 令 和 4 年 12 月

空家等外観調査 令 和 4 年 11 月 か ら 令 和 5 年 1 月

空家等所有者意向調査 令 和 5 年 2 月 か ら 令 和 5 年 4 月
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第2章  空き家を取り巻く現状 
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 全国の空き家の状況 
 

都市への人口集中や世帯構成の変化に加え、高齢化や人口減少が進むなか、国内の空き

家は、数の上でも率の上でも増加を続けている。 

総務省が 5年ごとに実施している「住宅・土地統計調査」では、平成 30年の空き家数

は全国で 849万戸、空き家率は 13.6%と過去最高になった。また、平成 5年の調査から 25

年間で、総住宅数は 1.36倍となったのに対して、空き家数は 1.89倍となっている。 
 

図 2-1 住宅総数と空き家の推移 

 

                  総務省：平成 30年住宅・土地統計調査 

 

 
                  総務省：平成 30年住宅・土地統計調査 

二次的住宅 

別 荘・・・週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で使用される住宅で、

ふだんは人が住んでいない住宅 
 

その他・・・ふだん住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったときに寝泊ま 

りするなどたまに寝泊まりしている人がいる住宅 
 
賃貸用の住宅 

新築・中古を問わず、賃貸のために空き家になっている住宅 
 

売却用の住宅 

新築・中古を問わず、売却のために空き家になっている住宅 
 

その他の住宅 

上記以外の人が住んでいない住宅で、例えば、転勤や入院などのため居住世帯 

が長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことになってい 

る住宅など 

（※空き家の区分の判断が困難な住宅を含む。） 

空き家の定義 

戸数 

（千） 空き家率 
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  住宅・土地統計における空き家の現状 

 

平成 30年住宅・土地統計調査（以下「平成 30年度調査」という。）によると、沖縄県

では「総戸数」が約 65万戸の内、「空き家総数」が 67,900戸存在し、総戸数に占める割

合である「空き家率」は 10.4%となっている。平成 25年住宅・土地統計調査（以下「平成

25 年度調査」という。）より、空き家率に変動はないが、「総戸数」が 49,800 戸増加、

「空き家総数」が 5,500戸増加している。 

本市では、「総戸数」が 33,120戸の内、「空き家総数」が 4,920戸で「空き家率」は

14.9%であり、全国の 13.6%、沖縄県の 10.4%より高くなっている。また、平成 25 年度調

査より「総戸数」が 3,480戸増加、「空き家総数」が 1,430戸増加し「空き家率」は 3.1

ポイント増加している。空き家の区分別で「その他の住宅」を見ると、2,000戸で総戸数

に占める割合は 6.0%であり、全国の 5.6%、沖縄県の 4.1%より高くなっている。 

住宅・土地統計調査では、空き家は「居住世帯のない住宅」に分類され、さらに「二次

的住宅（別荘等）」、「賃貸用の住宅」、「売却用の住宅」、「その他の住宅」の 4つに

分類されている。 

全国の空き家の内訳（平成 30年度調査）をみると、「二次的住宅」が 38 万 1千戸（空

き家率 0.6%）、「賃貸用の住宅」が 432万 7千戸（同 6.9%）となっており、「売却用の

住宅」が 29万 3千戸（同 0.5%）、「その他の住宅」が 348 万７千戸（同 5.6%）となっ

ている。 

空き家全体に占めるその他の住宅の戸数は、平成 30 年度調査では、348 万 7 千戸、空

き家全体に占める割合は 41.0%を超えている。その他の住宅について、平成 25 年度調査

と比べると 30万 4千戸（9.5ポイント）増加している。 

 

表 2-1 住宅総数と空き家の比較 

 

※（ ）内は総戸数に対する割合%＝「空き家率」    総務省：平成 30年住宅・土地統計調査 

 

 

 

 

 

※空き家の「その他の住宅」とは、「二次的住宅」「賃貸用の住宅」「売却用の住宅」 

以外の空き家で、転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建 

て替えなどのために取り壊すことになっている住宅のほか、空き家の区分の判断が 

困難な住宅などを含む。 

空き家数
　　内訳

空き家総数 二次的住宅 賃貸用の住宅 売却用の住宅 その他の住宅

全国
62,407,400 8,488,600 381,000 4,327,200 293,200 3,487,200

沖縄県
652,600 67,900 3,500 36,400 1,200 26,800

名護市
33,120 4,920 240 2,620 60 2,000

総戸数

（13.6）

（10.4）

（14.9）

（5.6）

（4.1）

（6.0）

（0.6） （6.9） （0.5)

（0.5） （5.6） （0.2）

（0.7） （7.9） （0.2）
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第3章  空家等実態把握調査の方法 
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 調査の手順 

 

空家等の実態把握は、以下の手順で実施した。 

 

図 3-1 調査の手順 

 

 

 

  

国土交通省 住宅局 住環

境整備室「外観目視による

住宅の不良度判定の手引き

（案）」による判定表使用 



 

9 

 

   調査手順と調査内容 

 

 空家等候補の抽出 

名護市空家等データベースから調査対象となる空家等の情報を収集した。 

・空家等建物所在地（住所） 

 

名護市水道閉栓情報（水量 0㎥/年・水量 5 ㎥以下/年）及び名護市水道メーター撤

去情報から、調査対象となる情報を収集した。 

・設置場所（住所） 

・メーター撤去場所（住所） 

 

 区長ヒアリング 

地域に精通している区長に協力を依頼し、空家等と思われる建物の所在地をヒアリ

ングし、情報を収集した。 

・建物所在地（住所） 

 

 住宅地図より抽出 

住宅地図上住居表示はあるが所有者氏名が記載されていないもの、または建物形状

のみが記載されているものを住宅地図上から抽出をした。 

・建物所在地（住所及び座標） 

 

 空家等候補を調査用ベースマップへプロット 

上記項目により抽出した空家等候補をベースマップ（Web上）へプロットし、現地

調査用ベースマップ（図 3-2）を作成した。 

ベースマップには、ピンの押下により下記情報の確認が行えるようにした。 

・調査対象抽出情報 

・No 

・名護市 

・地区 

・住所 

・座標 

 

図 3-2 調査用ベースマップ 

 

 

調査対象抽出情報（例：水量 0㎥） 

 

No     １ 

名護市  名護市 

地区   字○○ 

住所   ABC番地 

座標   123.456,789.012 
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 現地調査（1 次判定） 

現地調査にあたっては、「空家調査票」（第 8章資料編 資料-1）を使用し、空家

等であるか確認を行うとともに、空家等の状況が把握できる写真を近景、全景、接道

状況、不良箇所の複数枚を撮影し「現地写真票」（資料-2）にまとめた。また、可能

な限り、近隣住民への聞き取りを行い、空家等候補の情報収集を行った。空家等の主

な判定項目を以下に示す。 

・メーターの有無（ガス・電気・水道） 

・人が住んでいる気配 

・入居者募集・売家の看板の有無 

・表札の有無 

・郵便受けの状況 

・窓、雨戸の開閉状況 

・建物の居住可否 

・近隣住民からの情報 

・その他 

 

空家等と判定されたものについては、「不良度判定表」（資料-3）を使用し、建物

構造上における不良箇所の確認を行った。 

現地調査時、本市発行の調査員証と腕章（図 3-3）を着用し、近隣住民からの質問

や問合せに適切に対応するよう努めた。 

 

図 3-3 調査員証と腕章 
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 所有者特定 

1次判定の結果「空き家である」と判定された一覧を作成し、名護市役所税務課へ

課税台帳等から納税者の氏名・住所の特定を依頼し、一覧にまとめた。 

 

 所有者意向調査 

所有者意向調査は郵送による配布回収とし、回収率を高めるため必要最小限の設問

とした。 

 

 空家等の特定（2 次判定） 

現地調査（1次判定）の結果をもとに、所有者意向調査結果から利用状況等を確認

し、「空き家である」との回答のもの及び未回収、無回答のものを空家等とした。し

かし、「空き家である」と回答しているが、他の設問において年に数回の利用がある

と回答しているものは「準空家」と判定し記録に残した。 

 

※空家等：法第 2条 1項に基づくもの 

※準空家：法第 2条 1 項に基づくが、仏壇が備え付けられているため、年間に数回

の利用があるケースが多くみられる。これらの物件においては、将来的

に維持管理面における問題も予想されるため「準空家」として整理した。 

 

 特定空家等候補の抽出 

特定空家等候補の判定は、現計画に基づき以下の判定基準で行った。 

 

Ａ 倒壊等の保安上の危険性 

Ｂ 著しく衛生上有害となる事態の発生 

Ｃ 生活環境保全上不適切な状態 

Ｄ 著しく景観を損なっている状態 
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第4章  空家等実態調査結果 
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 空家等 1次判定の現状 

 

空家等実態把握調査の対象戸数、空家等 1 次判定数を、空家等候補の抽出情報別に整

理したものを表 4-1に示す。 

 

表 4-1 抽出情報別調査対象数と空家等１次判定数 

 

  空家等の特定（2次判定） 
 

 地区別空家等の件数 

地区別の空家等数、準空家数を表 4-2に示す。空家等を見ると名護地区が 201件と

他地区と比べて多くなっているが、世帯数が 17,930世帯であるため 1.1%と低い割合

になっている。一方、屋我地地区が 6.4%、久志地区が 6.2%と他地区と比べると高い

割合になっている。 

名護市全域にみると、空家等の割合は 1.9%となっている。 

 

表 4-2 地区別空家等の件数と割合 

 

世帯数：行政区別人口統計表 

                      令和 4年 8月 31日現在 

 

※空家等：法第 2条 1項に基づくもの 

※準空家：基本は法第 2条 1項に基づくが、年間に数回の利用のあるものを準空家と

している 

 

 

 

抽出情報 調査対象数 空家等1次判定数

名護市空家等データベース 424 257

水量0㎥ 72 40

水量5㎥以下 500 161

メーター撤去 660 93

区長ヒアリング 219 129

所有者氏名無し 1,085 215

合計 2,960 895

地域
空家等

（A）
準空家

（B）
総数

（A）+（Ｂ）
世帯数

（Ｃ）
空家等の割合%

（A）/（C）

名護地区 201 33 234 17,930 1.1%

屋部地区 52 13 65 6,365 0.8%

屋我地地区 48 7 55 753 6.4%

羽地地区 147 47 194 4,241 3.5%

久志地区 146 46 192 2,358 6.2%

合計 594 146 740 31,647 1.9%
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 空家等の用途別件数 

用途別の空家等数を表 4-3 に示す。住宅等が 85.5%と大半を占めており、店舗が

2.3%、事務所が 3.0%、併用住宅が 1.9%、その他が 7.3%となっている。 

 

表 4-3 用途別空家等の件数 

 

※件数（件）：「空家等」+「準空家」 

※住宅等  ：戸建て住宅、アパート、マンション 

※併用住宅 ：居住部分と業務部分が結合し 1つの建物となっているもの 

※その他  ：倉庫や小屋 

 

 空家等の構造別件数 

構造別の空家等数を表4-4に示す。RC造が34.6%を占めており、ブロック造が28.6%、

木造が 27.2%と続いている。 

本調査は目視調査であり、ブロック造と RC 造の判断基準に迷うケースが想定され

たため、以下の基準で判断した。 

 

※ブロック造 :建物の外壁がブロック構造となっているとき 

※RC造 Aa    :建物の外壁がブロック以外のコンクリート構造となっているとき 

 

表 4-4 構造別空家等の件数 

 

※その他：コンテナ、プレハブ及びトタン張り等簡易な物 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

用途 住宅等 店舗 事務所 併用住宅
その他

（倉庫など）
合計

件数（件） 633 17 22 14 54 740

割合（%） 85.5% 2.3% 3.0% 1.9% 7.3% 100.0%

構造 木造 ブロック造 RC造 その他 合計

件数（件） 201 212 256 71 740

割合（%） 27.2% 28.6% 34.6% 9.6% 100.0%
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 空家等の類型別件数 

空家等の現地調査及び所有者意向調査結果をもとに、今後の空家等の発生抑制、有

効活用のための類型として図 4-1のように設定した。 

 

図 4-1 類型化の考え方  

 

 

特定された空家等の類型別を表 4-5に示す。空家等についてみるとＡの管理状態の

良いものが 56.4%を占め、Ｂの中規模修繕（外壁修繕）を要するものが 26.4%、Ｃの

大規模修繕（屋根、外壁修繕）を要するものが 17.2%となっている。 

 

表 4-5 類型別件数 

 

所有者意向調査結果あるもののみ

有効活用を検討 仏壇　無 自己利用検討

そのまま利用可能
（外観判断）

外部小規模修繕要
（外壁一部修理）

外部大規模修繕要
（屋根・外壁修理）

有効活用不可
（屋根が崩壊）

有効活用ランク

外部中規模修繕要
（外壁修理）

A
A1

A2

管

理

誘

導

型

再生誘導型

B

C

B1

B2

有効活用度

修繕必用

度合い

類型 空家等 準空家 合計

A 293 77 370

A1 24 3 27

A2 9 2 11

A　管理誘導型 9 37 46

計
335 119 454

B 140 11 151

B1 11 2 13

B2 2 1 3

B　管理誘導型 4 5 9

計
157 19 176

C 94 5 99

C 再生誘導型 8 3 11

計
102 8 110

合計 594 146 740

A

B

C

（56.4%） （81.5%） （61.4%）

（26.4%） （13.0%） （23.8%）

（17.2%） （5.5%） （14.9%）
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  調査結果のまとめ 
 

 本市の世帯数（31,647 世帯）に占める空家等の割合は 1.9%となり、前回調査の 1.4%

より 0.5ポイント増加している。（表 4-6） 

 地区別に空家等の割合を前回調査と比較すると、名護地区は 1.1%（前回調査 0.8%）      

で 0.3ポイント増加、屋部地区は 0.8%（同 0.5%）で 0.3ポイント増加、屋我地地区は

6.4%（同 4.4%）で 2.0 ポイント増加、羽地地区は 3.5%（同 2.5%）で 1.0 ポイント増

加、久志地区は 6.2%（同 5.3%）で 0.9ポイント増加となっており、すべての地区で空

家等は増加傾向にある。（表 4-6） 

 名護市水道閉栓情報により抽出した調査対象は、取り壊され更地や駐車場として利用

されているものもある。 

 前回調査より RC 造が 34.6%（前回調査 9.1%）で 25.5 ポイントと大幅に増加したが、

ブロック造と RC造のあわせた 63.2%は前回調査の 62.3%と近似しており、構造の判断

に影響はなかったと考える。 

 本市において、仏壇が備え付けられている空家等については、年に何度かの利用のた

めの手入れ、管理が十分にされているものもみられる。 

 管理が行き届かず放置され、隣接地への草木のはみ出しやごみの放置など、近隣住民

へ影響を及ぼす可能性があるものがある。 

 外壁の崩壊や窓や戸が無くなり、建物内にゴミが放置されたり、人が自由に出入り可

能なものもみられ、衛生面、防犯面において問題を抱えている建物がある。 

 改修により居住可能な建物もあり、有効活用が期待できる。 

 建物へ続く道や建物自体が草木等で覆われ、状態を確認することが難しいものもある。 
 
表 4-6 世帯数と空家等数の比較    

 

※下段は世帯数に対する空家等の割合%(B)/(A) 
 
 
 

世帯数（A) 空家等（B） 世帯数（A） 空家等（B）

16,510世帯 124件 17,930世帯 201件 77件増

0.8% 1.1% 0.3ポイント増

5,343世帯 26件 6,365世帯 52件 26件増

0.5% 0.8% 0.3ポイント増

804世帯 35件 753世帯 48件 13件増

4.4% 6.4% 2.0ポイント増

3,910世帯 99件 4,241世帯 147件 48件増

2.5% 3.5% 1.0ポイント増

2,452世帯 131件 2,358世帯 146件 15件増

5.3% 6.2% 0.9ポイント増

29,019世帯 415件 31,647世帯 594件 179件増

1.4% 1.9% 0.5ポイント増

羽地地区

久志地区

合計

名護地区

屋部地区

屋我地地区

空家等の比較地域
前回調査（H29年度） R4年度調査
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第5章  空家等所有者の意向調査結果 
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  調査の概要 

 

  調査概要 

本調査は 1次判定により空家等候補となった建物所有者に対し、現状の維持・管理

や困っている事、さらには今後の予定、有効活用への意向等について、郵送による配

布回収によりアンケート調査を行った。 

 

 調査対象件数と回収状況 

「1 次判定数」の 895 件の内、「所有者特定数」は 631 件で 70.5%となった。一方

で「所有者未特定数」は 264件で 29.5%となっており、所有者の所在が不明となって

いる。 

「発送数」の 631 件の内、「返戻数」が 85 件で 13.5%となっており、「有効発送

数」は 546件となった。 

「回収数」は 245件で 44.9%得られた。 

 

 

 

 調査期間 

令和 5年 2月 6日～令和 5年 4月 14日 

 

 調査票 

意向調査票は、次項の内容である。 

  

発送・回収状況 件数 構成比 備考

１次判定数 895 100%

所有者特定数 631 70.5%

所有者未特定数 264 29.5%

発送数（A) 631 100.0%

返戻数（B） 85 13.5% （B）/（A)

有効発送数（C） 546 86.5% （C）/（A)

回収数（D） 245 44.9% （D)/（C)
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所有者意向調査票 
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  調査結果 
 

 空家等の状況 

「空き家となっている」が 113件で 46.1%を占めている。しかし、「空き家となっ

ている」との回答の中にも、年に数回の利用があるものや将来的に利用の予定がある

ものもある。 

「空き家ではない」は 123件で 50.2%となっている。 

 

 
 

 空家等になった理由 

「居住者の死亡、相続により取得」が 44件で 38.8%を占めている。次いで「居住者

が施設入所、入院したため」が 16件で 14.2%となっている。このように居住者の高齢

化による理由と思われるものが空家等となる主な要因になっており、前回調査とほぼ

同一の結果となった。 

また、「老朽化のため使用できないから」が 14件で 12.4%となっており、建物の物

理的要因によるものがある。「別の住宅に転居したため」についても 14件で 12.4%と

なっている。次いで「別荘などの二次的利用が目的で取得」が 7 件で 6.2%、「その

他」が 6件で 5.3%、「借り手、買い手がいないため」が 3件で 2.7%となっている。 
 

 

問1 回答数（件） 構成比

空き家となっている 113 46.1%

空き家ではない 123 50.2%

無回答 9 3.7%

計 245 100.0%

問2 回答数（件） 構成比

別の住宅に転居したため 14 12.4%

居住者が施設入所、入院したため 16 14.2%

居住者の死亡、相続により取得 44 38.8%

別荘などの二次的利用が目的で取得 7 6.2%

老朽化のため使用できないから 14 12.4%

借り手、買い手がいないため 3 2.7%

その他 6 5.3%

無回答 9 8.0%

計 113 100.0%
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 空家等の期間 

「直近～5年以内」が 39件で 34.6%、「6年～10年以内」が 27件で 23.9%であり、

10年以内があわせて 58.5%を占めている。「11年～15年以内」が 13件で 11.5%、「16

年～20年以内」が 8件で 7.1%となっている。 

一方で 21年以上の間、空家等となっているものが 15件で 13.2%となっている。 

 

 
 

 住宅内にある設備等（複数回答） 

複数回答であるため構成比は、「空き家となっている」と回答した 113件に対する

割合である。 

「仏壇がある」と答えているものが 51 件で 45.1%占めており、本市における空家

等有効活用の上で一つの課題となっている。 

 

 

問3 回答数（件） 構成比

直近～5年以内 39 34.6%

6年～10年以内 27 23.9%

11年～15年以内 13 11.5%

16年～20年以内 8 7.1%

21年～25年以内 10 8.8%

26年～30年以内 0 0.0%

それ以前 5 4.4%

無回答 11 9.7%

計 113 100.0%

問4 回答数（件） 構成比

台所 91 80.5%

トイレ 87 77.0%

浴室 82 72.6%

洗面所 74 65.5%

仏壇 51 45.1%

無回答 16 14.2%

計 113 -
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 「維持・管理」の方法 

「定期的に自ら見回り管理している」が 43件で 38.0%と最も多く、次いで「不定期

に自ら見回り管理している」が 27 件で 23.9%となっており、空家等の過半数は所有

者自ら管理している傾向にある。 

「近くの知り合いにお願いしている」が 13件で 11.5%、「業者に委託して管理して

いる」が 2件で 1.8%となっており、第三者に管理を任せている所有者もいる。 

「ほとんど何もしていない」が 14件で 12.4%あり、維持・管理意識の低さがみられ

る所有者もいる。 

「その他」は 8 件で 7.1%あり、その内容は、「親族に依頼し管理してもらってい

る」との回答が多くみられた。 

 

  

 現在住宅の「賃貸入居者や売却先の募集」の状況 

「募集はしていない」が 99件で 87.6%と最も多い結果となっている。 

「賃貸として入居者を募集している」「購入者を募集している」「賃貸と売却の両

方で募集している」はあわせて 10件で 8.9%となり、賃貸及び売却の意向がみられる。 

 

 

問5 回答数（件） 構成比

定期的に自ら見回り管理している 43 38.0%

不定期に自ら見回り管理している 27 23.9%

近くの知り合いにお願いしている 13 11.5%

業者に委託して管理している 2 1.8%

ほとんど何もしていない 14 12.4%

その他 8 7.1%

無回答 6 5.3%

計 113 100.0%

問6 回答数（件） 構成比

募集はしていない 99 87.6%

賃貸として入居者を募集している 3 2.7%

購入者を募集している 4 3.5%

賃貸と売却の両方で募集している 3 2.7%

無回答 4 3.5%

計 113 100.0%
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 募集をしていない理由 

「年に何度か自己及び家族・親族が利用しているため」が 39 件で 39.5%で最も多

く、「近い将来に自己及び家族が居住するため」が 13件で 13.1%、「倉庫・物置とし

て利用しているため」が 5 件で 5.1%となり、自己利用をするとしているものがあわ

せて 57.7%となっている。また、「修繕や清掃など募集するための準備が出来ていな

いため」が 14件で 14.1%となっている。 

「その他」が 22件で 22.2%となっており、その内容は「老朽化により使用できない

ため」や「解体予定のため」が多くみられた。 

 

 空き家バンクの利用意向 

    この設問は、問 6で選択肢「賃貸として入居者を募集している」「購入者を募集し

ている」「賃貸と売却の両方で募集している」を選んだ人のみの回答となっている。 

「利用したい」は 3件で 30.0%となっている。一方、「利用しなくてもよい」「空

き家バンク以外の方法がよい」があわせて 3件で 30.0%となっている。しかし、「無

回答」が 4件で 40.0%となっており、空き家バンクの認知度が低いと考えられるため

本市においては空き家バンクを導入する場合、周知を図る必要があると思われる。 

 

問7 回答数（件） 構成比

年に何度か自己及び家族・親族が
利用しているため

39 39.5%

近い将来に自己及び家族が居住す
るため

13 13.1%

家を他人に貸すことに不安があるた
め

2 2.0%

修繕や清掃など募集するための準
備が出来ていないため

14 14.1%

借地であり土地を返還する予定のた
め

3 3.0%

倉庫・物置として利用しているため 5 5.1%

その他 22 22.2%

無回答 1 1.0%

計 99 100.0%

問8 回答数（件） 構成比

利用したい 3 30.0%

やや利用したい 0 0.0%

利用しなくてもよい 1 10.0%

空き家バンク以外の方法がよい 2 20.0%

無回答 4 40.0%

計 10 100.0%
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 あなたの空家等を有効活用するために必要なこと（複数回答） 

複数回答であるため構成比は、「空き家となっている」と回答した 113件に対する

割合である。 

「空き家のリフォームに対する支援」が 40件で 35.4%と最も多く、次いで「空き家

の公的な機関による借上げ制度」が 29件で 25.7%、「空き家の有効活用に関する情報

の提供」が 24件で 21.2%となっており、空家等の有効活用のための支援、施策が期待

されていることが伺われる。 

「その他」が 20件で 17.7%となっており、その内容は「売却先を紹介してほしい」

や有効活用とはならないが「解体予定のため業者を紹介してほしい」などがみられた。 

 

 

  空家等を有効活用するための条件が整った場合、あなたの有効活用への考え 

「有効活用について検討してみる」が 34件で 30.2%で最も多く、「有効活用は考え

ていない」が 19 件で 16.8%となり、空家等の有効活用について期待ができると思わ

れる。 

 

 
 

問9 回答数（件） 構成比

空き家の有効活用に関する情報の
提供

24 21.2%

空き家のリフォームに対する支援 40 35.4%

空き家の公的な機関による借上げ
制度

29 25.7%

空き家を管理運用する民間業者との
連携

10 8.8%

その他 20 17.7%

無回答 35 31.0%

計 113 -

問10 回答数（件） 構成比

有効活用について検討してみる 34 30.2%

有効活用は考えていない 19 16.8%

どちらともいえない 17 15.0%

具体的な話を聞いた上で判断できない 10 8.8%

その他 5 4.4%

無回答 28 24.8%

計 113 100.0%
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  空家等に関する悩みについて（複数回答） 

複数回答であるため構成比は、「空き家となっている」と回答した 113件に対する

割合である。 

「空き家などのリフォーム・解体活用の促進に向けての相談」が 29 件で 25.7%と

最も多く、有効活用促進に向けての支援が期待されている。 

次いで「空き家などに係る法律や登記に関する相談」が 17件で 15.0%、「空き家な

どに関する相続・遺言に関する相談」が 16 件で 14.2%と書類手続き関連の相談内容

が占めている。 

「空き家などの流通・活用に向けての相談」が 12 件で 10.6%、「空き家の見回り

等、適正管理に向けての相談」が 6件で 5.3%となっている。 
 

 
 

  各種相談窓口を利用したいか 

「はい」と回答した人は、49件で 43.4%となり、回答者のおよそ半分が相談窓口の

利用意向があることがみられる。 
 

 

※各種相談窓口の詳細は、資料-6（P58）に示す。 

 

問11 回答数（件） 構成比

空き家などに関する相続・遺言に関
する相談

16 14.2%

空き家などに係る法律や登記に関
する相談

17 15.0%

空き家などのリフォーム・解体活用
の促進に向けての相談

29 25.7%

空き家などの流通・活用に向けての
相談

12 10.6%

空き家の見回り等、適正管理に向け
ての相談

6 5.3%

その他 11 9.7%

無回答 47 41.6%

計 113 -

問12 回答数（件） 構成比

はい 49 43.4%

いいえ 21 18.6%

無回答 43 38.1%

計 113 100.0%
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  意向調査結果のまとめ 

 

  空家等の発生状況について 

 「空き家となっている」は 46.1%で前回調査の 51.0%より 4.9ポイント減少し、「空

き家ではない」は 50.2%で前回調査の 47.0%より 3.2ポイント増加している。 

 「空き家となっている」と「空き家ではない」の回答がほぼ半数ずつであるが、空

家等のなかにも年に何度か利用のある「準空家」が含まれている。 

 空家等になる要因は、居住者の死亡や居住者の施設への入所というような居住者の

高齢化に伴うと思われるものが 53.0%となっている。 

 「別の住宅に転居したため」による空家等は、12.4%となっている。一方、「老朽化

のため使用できないから」が 12.4%あり、これらは「不良度判定表」における不良

度の高いものが多くみられた。 

 空家等となった期間をみると、「直近～5年以内」が 34.6%、「6年～10年以内」が

23.9%となり、10 年以内の発生があわせて 58.5%を占めている。30 年以上前から空

家等の状態となっているものが 4.4%ある。 

 空家等になって 20年を超えるものが 13.2%あるが、これは空家等要因の「老朽化の

ため使用できないから」及び維持管理の「ほとんど何もしていない」の共に 12.4%

と近似しており、これらの空家等は特に老朽化が進行しているものと思われる。 

 

 維持管理について 

 維持管理については、「定期的に自ら見回り管理している」が 38.0%、「不定期に

自ら見回り管理している」が 23.9%となっており、あわせて 61.9%が所有者自ら見

回り管理していることがわかる。 

 管理意識が低いと思われる「ほとんど何もしていない」が 12.4%となっており、こ

れらの建物のなかには「不良度判定表」における不良度の高いものもみられる。 

 「近くの知り合いにお願いしている」が 11.5%、「業者に委託している」が 1.8%、

あわせて 13.3%が管理を委託している。 

 

 賃貸売却について 

 賃貸入居者・売却先の「募集をしていない」が 87.6%で、前回調査の 86.0%と近似

している。一方で、「賃貸として入居者を募集している」「購入者を募集している」

「賃貸と売却の両方で募集している」といった募集をしている割合はあわせて 8.9%

に留まってはいるが、前回調査の 7.0%より 1.9ポイント増加しており、所有者の有

効活用への意向に前向きな変化がみられた。 

 募集をしていない理由については、「年に何度か自己及び家族・親族が利用してい

るため」の 39.5%、「近い将来自己及び家族が居住するため」の 13.1%、「倉庫・物

置として利用しているため」の 5.1%といった自己利用があわせて 57.7%と大半を占

めている。 

 「家を他人に貸すことに不安があるため」が 2.0%、「修繕や清掃など募集するため

の準備が出来ていないため」が 14.1%となっている。 
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 空き家バンクの利用について 

 「利用したい」が 3 件で 30.0%となっている。一方、「利用しなくてもよい」「空

き家バンク以外の方法がよい」は、あわせて 3件で 30.0%となっている。 

 「無回答」が 4 件で 40.0%となっており、空き家バンク制度の認知がされていない

と思われ、本市で導入する場合、認知度向上及び利用促進のため周知を図る必要が

あると思われる。 

 

 有効活用するために必要なことについて 

 有効活用するために必要なこととして、「空き家のリフォームに対する支援」が

35.4%で前回調査の 36.0%より 0.6ポイント減少したが近似している。また、賃貸の

不安からくる「空き家の公的な機関による借上げ制度」が 25.7%で前回調査の 19.0%

より 6.7ポイント増加しており、借上げ制度の整備が必要とされている。 

 「空き家の有効活用に関する情報の提供」が 21.2%で前回調査の 27.0%より 5.8 ポ

イント減少、「空き家を管理運用する民間業者との連携」が 8.8%で前回調査の 11.0%

より 2.2ポイント減少してはいるが、空家等の流通・有効活用促進のための施策が

期待されている。 

 有効活用のための条件が整った場合、「有効活用について検討してみる」が 30.2%

で前回調査の 25.0%より 5.2 ポイント増加しており、所有者の有効活用への意向が

高まっている。 

 「有効活用について検討してみる」が 30.2%、「どちらともいえない」が 15.0%、

「具体的な話を聞いた上で判断できない」が 8.8%であり、有効活用の可能性がある

と考えられるものがあわせて 54.0%となっている。 

 

 空家等に関する悩みについて 

 「空き家などのリフォーム・解体活用の促進に向けての相談」が 25.7%、「空き家

などの流通・活用に向けての相談」が 10.6%、あわせて 36.3%となっており、有効

活用の可能性がみられる。 

 「空き家などに係る法律や登記に関する相談」が 15.0%、「空き家などに関する相

続・遺言に関する相談」が 14.2%となっており、法や手続き関連の相談内容となっ

ているため相談窓口（資料編-6（P58））の周知を進めていく必要があると思われ

る。 
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第6章   特定空家等候補の抽出結果 
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  抽出方法 

  

空家等が特定空家等に該当するかの判断は、国土交通省が定めた「特定空家等に対する

措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）を基本とする。 

特定空家等の判定は、ガイドラインにおいて以下の４点から行うこととされている。 

 

Ａ 倒壊等の保安上の危険性 

※不良度判定による（資料編の資料-3） 

 倒壊の危険 

 屋根、壁等が脱落、飛散する等の危険 

 擁壁の老朽化による危険 

 

※以下の判定は、周辺環境への影響Ｂ・Ｃ・Ｄ判定表による（資料編の資料-4） 

Ｂ 著しく衛生上有害となる事態の発生 

 汚物、排水等に流出や臭気の発生 

 ごみ等の放置、不法投棄による臭気、ねずみ、はえ、蚊の発生 

 

Ｃ 生活環境保全上不適切な状態 

 立ち木等による敷地外への影響 

 動物が棲みつくことによる糞尿臭、害虫の発生 

 不特定の者の侵入 

 

Ｄ 著しく景観を損なっている状態 

 周囲の景観と著しく不調和である 

 

本市では、上記の内「Ａ倒壊等の保安上の危険性」のあるもの及びこれらの条件が重な

り合ったものを特定空家等候補とし、各々の判定基準は、ガイドラインを踏まえて以下の

ように整理した。 
 

図 6-1 特定空家等判定イメージ図 
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  各判定項目の判定基準 

  倒壊等の保安上の危険性（Ａ） 

「そのまま放置すれば著しく倒壊等の危険のおそれのある状態」であるか否かの判

断基準を以下に示す。 

 

Ａ-１：不良度判定はガイドラインに示されている木造住宅の不良度判定表を基に  

し、コンクリートブロック造、鉄筋コンクリート造についても同様の判定

表を作成し、100点以上を不良住宅とする。 

 

Ａ-２：倒壊等の保安上の危険性の判断において、「不良度判定 100点以上の不良 

住宅」を対象に、「隣接宅地境界・道路境界から３ｍ以内の相隣関係を持 

つ不良住宅」を判定し危険度が高いとする。 

（これは倒壊等の危険性がある建物が単独で立地し、周辺に建物もなく通行 

人も無ければ、隣地、周辺の生活環境への影響が大きいとは考えにくいた 

めである。） 

 

「隣地宅地境界、道路境界から３ｍ以内の相隣関係を持つ」と設定した背景は以下

の 2点からである。 

 

① 建物倒壊の危険範囲の視点から 

隣地への建物倒壊の危険範囲の設定は、平屋建ての建物の倒壊を想定し階高を

３ｍとし、隣地境界から水平距離３ｍ以内を建物倒壊の危険範囲とした。 

 

図 6-2 建物倒壊の危険範囲 

 
 

② 落下物対策の観点から 

過去の建物からの落下物事故にあった通行人が建物からどの程度の位置であっ

たかは不明であるが、歩道上また歩車分離がなされていないとすれば車道の建物

寄りと考えられることから、建物から 2～3ｍ程度と想定される。このことから、

道路境界から 3ｍ以内を落下物の危険範囲とした。 
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 著しく衛生上有害となる事態の発生（Ｂ） 

「そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態」であるか否かの

判断基準を以下に示す 

 

Ｂ：市街地・集落内で住宅等に隣接し、ごみ等の臭気や害虫・害獣の存在が顕著で、

著しく衛生上有害となっているか否かを〇か×で判断する。 

 

 建築物又は設備等の破損等が原因で、以下の状態にある。 

建築物又は設

備等の破損等

が原因 

・浄化槽等の放置、破損による汚物の流出、臭気の発生があ

り、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 

・排水等の流出による臭気の発生があり、地域住民の日常生

活に支障を及ぼしている。 

 

 ごみ等の放置、不法投棄が原因で、以下の状態にある。 

ごみ等の放置、

不法投棄が原

因  
 

・ごみ等の放置、不法投棄による臭気の発生があり、地域住 

民の日常生活に支障を及ぼしている。   

・ごみ等の放置、不法投棄により、多数のねずみ、はえ、蚊 

等が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 

 

 生活環境保全上不適切な状態（Ｃ） 

「周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態」であるか

否かの判断基準を以下に示す。 

 

Ｃ：市街地・集落内で住宅等に隣接し、立ち木の敷地外への影響、不特定の者の侵

入が可能となっているか否かを〇か×で判断する。 

不特定の者が侵入可能かは、門が開いていたり、サッシが壊れ家の中に立ち入

ることができる状態をいう。 

 

 

 立木が原因で、以下の状態にある。 

立木が原因 ・立木の腐朽、倒壊、枝折れ等が生じ、近隣の道路や家屋の 

敷地等に枝等が大量に散らばっている。 

・立木の枝等が近隣の道路等にはみ出し、歩行者等の通行を 

妨げている。 
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 空家等に棲みついた動物等が原因で、以下の状態にある。 

空家等に棲み

ついた動物等

が原因 

・動物のふん尿その他の汚物の放置により臭気が発生し、地 

域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 

・多数のねずみ、はえ、蚊、のみ等が発生し、地域住民の日 

常生活に支障を及ぼしている。 

・棲みついた動物が周辺の土地・家屋に侵入し、地域住民の

生活環境に悪影響を及ぼすおそれがある。 

・シロアリが大量に発生し、近隣の家屋に飛来し、地域住民

の生活環境に悪影響を及ぼすおそれがある。 

 

 建築物等の不適切な管理等が原因で、以下の状態にある。 

建築物等の不

適切な管理等

が原因 

・門扉が施錠されていない、窓ガラスが割れている等不特定

の者が容易に侵入できる状態で放置されている。 

・周辺の道路、家屋の敷地等に土砂等が大量に流出している。 

 

 著しく景観を損なっている状態（Ｄ） 

「著しく景観を損なっている状態」であるか否かの判定基準を以下に示す。 

 

Ｄ：幹線道路等の利用の多い道路から確認される空家等の内、屋根・柱・壁が崩

壊し放置されているものが景観を阻害しているとして〇か×で判断する。 

 

著しく景観を

損なっている

状態 

・屋根、外壁等が、破損倒壊したまま放置されている。 

・多数の窓ガラスが割れたまま放置されている。 

・立木等が建築物の全面を覆う程度まで繁茂している。 

・敷地内にごみ等が散乱、山積したまま放置されている。 
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  特定空家等候補の判定条件 

前項の判定基準をもとに、特定空家等候補の判定は下図のように設定した。 
 

図 6-3 特定空家等の判定方法 

 

  特定空家等の対策優先度評価 

特定空家等候補と判定されたものに対し、対策優先度区分を下表のように設定した。対

策の緊急度の高いものを「優先度 I」としている。 

 

表 6-1 特定空家等の対策優先度評価 

 

A-1 :100点未満の空家等

［判定項目］

A-1

A-2

B

C

D

空家等

特定空家等

特定空家等

特定空家等

A-1  :100点以上の空家等

優先度I 優先度Ⅱ　 優先度Ⅲ

A-1
不良度判定

〇 〇 〇

A-2
倒壊の影響

〇 〇 -

B
衛生

〇 - 〇

C
生活環境保全

〇 - 〇

D
景観

- - 〇

解説

不良度判定100点以
上、周辺への倒壊の
危険性あり、加えて
衛生、保安上の問題
も抱え早急に対応す
べき空家等。
状況としては、敷地、
道路境界から3m以
内に建物があること
から集落、市街地内
に存在するもの。

不良度判定100点以
上、周辺への倒壊の
危険性もあり、次に
対応すべき空家等。
状況としては、敷地、
道路境界から3m以
内に建物があること
から集落、市街地内
に存在するもの。

不良度判定100点以
上、周辺への倒壊の
危険性は無いが、衛
生、保安、景観上の
問題を抱え対応すべ
き空家等。
状況としては、集落、
市街地外または低密
度な幹線道路沿道に
存在するもの。

判定項目

特定空家等対策優先度区分
(不良度判定100点以上の空家等）
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  特定空家等候補の抽出結果 

 

特定空家等候補として抽出されたものは、16 件であったが、特に対策が急がれると考

えられる特定空家等対策優先度Ⅰとなったものは 2件であった。 

 

表 6-2 特定空家等候補の判定と対策優先度別件数 

 

 

  

優先度区分 件　数

特定空家等対策優先度　Ⅰ 2

特定空家等対策優先度　Ⅱ 12

特定空家等対策優先度　Ⅲ 2

合　　　計 16
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  本調査における特定空家等候補の事例 

 

本調査において、特定空家等候補となった事例を以下の表に示す。 

 

表 6-3 事例 1：特定空家等候補対策優先度Ⅰ 

 

 

 

表 6-4 事例 2：特定空家等候補対策優先度Ⅱ 

 

 

 

 

空家の状況
周辺への倒壊による危険性が高く、建物内にごみ等の散乱、草
木の繁茂が著しく隣地や接道にはみ出している状態。窓や戸は
崩壊しており、危険な状態である。

不良度判定（A-1） 215点

倒壊の影響（A-2）
道路に隣接しており、倒壊による危険性が高く、対応が急がれ
る。

衛生（B) 集落内に存在しており、ごみ等やがれきの放置がある。

生活環境保全（C) 集落内に存在しており、窓や戸は崩壊している。

景観（D) 幹線道路沿いではないため、該当しない。

所有者の特定 課税台帳等から建物納税者（1名）の特定。

空家の状況
道路及び隣家に対して、倒壊の危険性がある。一方でゴミ等の
放置はなく、門扉の施錠もあるため、衛生上、生活環境保全上
の問題はない。

不良度判定（A-1） 100点

倒壊の影響（A-2）
道路及び隣家に対して、倒壊による危険性が高く、対応が急が
れる。

衛生（B)
市街地に位置しているが、ごみ等の放置は見られないため、衛
生上の問題はない。

生活環境保全（C)
市街地に位置しているが、立木等の影響や不特定者の侵入は出
来ないため、生活環境保全上の問題はない。

景観（D) 幹線道路沿いではないため、該当しない。

所有者の特定 課税台帳等から建物納税者（1名）の特定。



 

39 

 

第7章  調査結果の取りまとめと考察 
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  空家等が地域に与える一般的影響 

 

空家等の発生及びその増加は、地域の暮らしに様々な影響を与えるとされている。 

一般的には、短期的問題と長期的問題の二つに分けられる。 

 

 

 

防災上の問題 

 空家等の老朽化、地震による建物倒壊、崩落 

 風雨による空家等の屋根•外壁等のはく落、飛散 

 

環境衛生上の問題 

 ごみの放置及び不法投棄等による悪臭•異臭の発生 

 草木の繁茂、樹木の枝の越境による隣接住民や通行人への悪影響 

 動物や害虫の棲みつき 

 

防犯上の問題 

 空家等への不特定者の不法侵入や放火、落書きなどの犯罪の誘発 

 

景観上の問題 

 防災、環境衛生及び防犯上の問題と併せて発生する外観の劣化などによる地域の景観  

への悪影響 

 

 

 

 

地域の資産価値の低下 

 地域イメージの低下などによる居住者の流出、転入者の減少 

 不動産流通市場における価値の低下 

 

地域コミュニティの衰退 

 地域活動(見回り、行事等)の減少、消滅 

 地域の活力低下による過疎化や空洞化の悪循環 

 

行財政の圧迫 

 人口流出による税収の減少 

 地域の治安維持等のための費用増加 

 空家等対策の措置等に係る費用負担 

 

 

 

 

短期的問題 

長期的問題 
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  空家等の現状と考察 

一般的な空家等問題の傾向及び本市における空家等の現状、空家等所有者の意向等を

踏まえ、本市の空家等対策に係る考察を以下にまとめる。  

 空家等の発生状況について（P23、P24参照） 

・「空き家となっている」と「空き家ではない」の回答がほぼ半数ずつであるが、空

家等のなかにも年に何度か利用のある「準空家」が含まれている。 

・空家等になる要因は、「居住者の死亡、相続により取得」（38.8%）や「居住者が施

設入所、入院したため」（14.2%）というような居住者の高齢化に伴うものがあわ

せて 53.0%となっている。 

・「別の住宅に転居したため」による空家等は 12.4%あり、空家等の有効活用が期待

される。 

・空家等となった期間を前回調査と比較すると、「直近～5 年以内」が 34.6%（前回

調査の 37.0%）で 2.4 ポイント減少、「6 年～10 年以内」が 23.9%（同 25.0%）で

1.1 ポイント減少、10 年以内の発生が 58.5%（同 62.0%）で 3.5 ポイント減少して

いる。 

・「6年～10年以内」に発生している空家等の内、空家等になった理由の「居住者の

死亡、相続により取得」が 55.6%を占めている。（表 7-1） 
 
表 7-1 空家等の期間×空家等になった理由 

  
考察 

 
 空家等の発生を防ぐために、所有者及び管理者に対して相続による登記手続

きや家屋の適正管理の必要性について啓発を行う必要があると考えられる。 

 高齢者や市外在住者が所有者及び管理者の場合、空家等に対する支援等の周

知体制の強化を図る必要があると考えられる。 

 居住者が生前の内に、居住者及び相続者の間で建物の在り方、有効活用の意向

について検討する必要があると考えられる。 

合計

別の住
宅に転
居したた
め

居住者
が施設
入所、入
院したた
め

居住者
の死亡、
相続に
より取得

別荘な
どの二
次的利
用が目
的で取
得

老朽化
のため
使用で
きない
から

借り手、
買い手
がいな
いため

その他 無回答

113件 14件 16件 44件 7件 14件 3件 6件 9件
100.0% 12.4% 14.2% 38.8% 6.2% 12.4% 2.7% 5.3% 8.0%
39件 4件 10件 11件 4件 3件 2件 2件 3件

100.0% 10.3% 25.6% 28.2% 10.3% 7.7% 5.1% 5.1% 7.7%
27件 2件 1件 15件 1件 5件 0件 3件 0件

100.0% 7.4% 3.7% 55.6% 3.7% 18.5% 0.0% 11.1% 0.0%
13件 3件 2件 3件 0件 3件 0件 0件 2件

100.0% 23.1% 15.4% 23.1% 0.0% 23.1% 0.0% 0.0% 15.4%
8件 1件 0件 5件 0件 1件 0件 1件 0件

100.0% 12.5% 0.0% 62.5% 0.0% 12.5% 0.0% 12.5% 0.0%
10件 2件 1件 5件 0件 1件 0件 0件 1件

100.0% 20.0% 10.0% 50.0% 0.0% 10.0% 0.0% 0.0% 10.0%
件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件

0.0% - - - - - - - -
5件 0件 1件 3件 0件 1件 0件 0件 0件

100.0% 0.0% 20.0% 60.0% 0.0% 20.0% 0.0% 0.0% 0.0%
11件 2件 1件 2件 2件 0件 1件 0件 3件

100.0% 18.2% 9.1% 18.2% 18.2% 0.0% 9.1% 0.0% 27.3%

26年～30年以内

それ以前

無回答

合計

直近～5年以内

6年～10年以内

11年～15年以内

16年～20年以内

21年～25年以内
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 空家等の所有意向について（P24、P25、P26参照） 

・本市において、仏壇が備え付けられている空家等については、年に何度かの利用の

ための手入れ、管理が十分にされているものもみられる。 

・賃貸入居者及び売却先の「募集はしていない」が 87.6%と自己利用や保有意向が強

い。 

・募集をしていない理由については、「年に何度か自己及び家族・親族が利用してい

るため」の 39.5%、「近い将来自己及び家族が居住するため」の 13.1%、「倉庫・

物置として利用しているため」の 5.1%といった自己利用が 57.7%と大半を占めてい

る。 

・仏壇があると回答した人の内、「募集はしていない」かつ「年に何度か自己及び家

族・親族が利用しているため」が 63.3%、「近い将来に自己及び家族が居住するた

め」が 10.2%のあわせて 73.5%が自己利用によるものとなっている。また、仏壇な

しと回答した人の内、「募集はしていない」と回答した割合は 80.6%となっている

（表 7-2） 

 

表 7-2 住宅内にある設備等（仏壇）×現在住宅の「賃貸入居者や売却先の募集」の状況 

表 7-2 住宅内にある設備等（仏壇）×募集をしていない理由 

 

 

 

考察 
 

 所有者の半数は自己利用としており、維持管理に対して意識向上への取組み  

の必要があると考えられる。 

 有効活用について検討する意向もあるため、有効活用の事例等を情報発信し 

ていく必要があると考えられる。 

 有効活用の可能性がある空家等の所有者に対して、所有者の要望に対応でき 

る支援策や情報発信を行い、検討段階へと引上げる必要があると考えられる。 

 仏壇があることにより、賃貸入居者や売却先の募集状況に影響を与えている 

と考えられ、本市における空家等の有効活用の上で一つの課題となっている 

と思われる。 

 有効活用を促進していくためには、仏壇はないが賃貸入居者や売却先の募集 

はしていない所有者に対して、有効活用の事例等を情報発信していくことが 

必要だと考えられる。 

 

 

募集はしていないと回答した人のみ

合計
募集はし
ていない

募集してい
る

無回答 合計

年に何度
か自己及
び家族・
親族が利
用してい
るため

近い将来
に自己及
び家族が
居住する
ため

家を他人
に貸すこ
とに不安
があるた
め

修繕や清
掃など募
集するた
めの準備
が出来て
いないた
め

借地であ
り土地を
返還する
予定のた
め

倉庫・物
置として
利用して
いるため

その他 無回答

113件 99件 10件 4件 99件 39件 13件 2件 14件 3件 5件 22件 1件

100.0% 87.6% 8.8% 3.5% 100.0% 39.5% 13.1% 2.0% 14.1% 3.0% 5.1% 22.2% 1.0%

51件 49件 2件 0件 49件 31件 5件 1件 6件 0件 0件 6件 0件

100.0% 96.1% 3.9% 0.0% 100.0% 63.3% 10.2% 2.0% 12.2% 0.0% 0.0% 12.2% 0.0%

62件 50件 8件 4件 50件 8件 8件 1件 8件 3件 5件 16件 1件

100.0% 80.6% 12.9% 6.5% 100.0% 16.0% 16.0% 2.0% 16.0% 6.0% 10.0% 32.0% 2.0%

合計

仏壇あり

仏壇なし

「賃貸入居や売却先の募集」の状況

合計

仏壇あり

仏壇なし
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 空家等の管理意向について（P23、P25参照） 

・空家等の維持管理について、定期及び不定期を含め自ら管理している割合はあわせ

て 61.9%と大半を占めている。これは、自己利用をしている割合の 57.7%と近似し

ている。 

・「ほとんど何もしていない」は 12.4%で管理意識が低いことがあげられる。これは、

空家等になった要因の「老朽化のため使用できないから」の 12.4%と空家等になっ

た期間が 20年を超えるものの 13.2%と近似している。 

・「近くの知り合いにお願いしている」（11.5%）、「業者に委託して管理している」

（1.8%）のあわせて 13.3%が管理を委託している。 

・維持管理において、「定期的に自ら見回り管理している」と「不定期に自ら見回り

管理している」の自ら管理している人は、空家等になった期間が 10 年以内までは

維持管理を継続している傾向にあるが、11 年以上になると維持管理が手薄になる

傾向がみられた。また、管理意識が低いと思われる「ほとんど何もしていない」と

回答した人は、「直近～5年以内」で 35.7%となっている。（表 7-3） 
 
表 7-3 「維持・管理」の方法×空家等の期間 

 
 
考察 
 

 空家等の維持管理に対して意識向上への取組みの必要があると考えられる。 

② 「ほとんど何もしていない」空家等は、「不良度判定」における不良度が高 

く危険な建物もあるため、所有者及び管理者の意識向上が必要である。 

③ 特に直近 5年以内に空家等となり、維持管理において「ほとんど何もしてい 

ない」と回答している所有者及び管理者の意識向上が優先であると考えられる。 

合計
直近～5
年以内

6年～10
年以内

11年～
15年以
内

16年～
20年以
内

21年～
25年以
内

26年～
30年以
内

それ以
前

無回答

113件 39件 27件 13件 8件 10件 0件 5件 11件
100.0% 34.5% 23.9% 11.5% 7.1% 8.8% 0.0% 4.4% 9.7%
43件 15件 13件 3件 2件 6件 0件 2件 2件

100.0% 34.9% 30.2% 7.0% 4.7% 14.0% 0.0% 4.7% 4.7%

27件 6件 7件 5件 4件 3件 0件 1件 1件

100.0% 22.2% 25.9% 18.5% 14.8% 11.1% 0.0% 3.7% 3.7%

13件 4件 5件 0件 0件 0件 0件 0件 4件

100.0% 30.8% 38.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 30.8%

2件 2件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

14件 5件 0件 2件 2件 1件 0件 2件 2件

100.0% 35.7% 0.0% 14.3% 14.3% 7.1% 0.0% 14.3% 14.3%

8件 5件 1件 2件 0件 0件 0件 0件 0件

100.0% 62.5% 12.5% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

6件 2件 1件 1件 0件 0件 0件 0件 2件

100.0% 33.3% 16.7% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3%
無回答

その他

定期的に自ら見
回り管理してい
る

不定期に自ら見
回り管理してい
る

近くの知り合い
にお願いしてい
る

業者に委託して
管理している

ほとんど何もし
ていない

合計
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 空家等の有効活用について（P25、P26、P27参照） 

・建物自体は小修理で有効活用可能であるが、敷地内の樹木及び雑草等の繁茂のため、

手入れが大がかりなものもある。 

・賃貸入居者及び売却先の「募集はしていない」が 87.6%と自己利用や保有意向が強

い。一方で、「有効活用は考えていない」は 16.8%に留まり、「有効活用について

検討してみる」が 30.2%、「具体的な話を聞いた上で判断できない」が 8.8%、「ど

ちらともいえない」が 15.0%であり、有効活用の可能性があると考えられるものが

54.0%となっている。この数字は、前回調査の 48.0%より 6.0ポイント増えており、

有効活用への意識向上がみられる。 

・「修繕や清掃など募集するための準備が出来ていないため」が 14.1%あり、準備次

第では有効活用の可能性があるものもある。 

・赤瓦で雰囲気を持った木造住宅もあり、有効活用が期待できる建物もある。 

・木造住宅において、「不良度判定」における不良度の低い建物は、小修理により有

効活用できるものもある。 

 

考察 
 

 有効活用に値する資源としての空家等と有効活用意向のある所有者に対して

有効活用の事例等、具体的な説明をしていく必要があると考えられる。 

 有効活用可能物件の流通促進を図る仕組みをつくる必要があると考えられる。 
 

 危険度の高い空家等に関する課題 

・危険度の高い空家等については、適切な管理及び整備がされていないものが多く、

戸や門扉の老朽化や窓が無くなり、敷地内へ自由に出入りできるような状態である。

また、建物内に草木が繁茂しているものや敷地内へのごみの放置など、防犯面及び

衛生面において問題を抱えているものもある。 

・これらの空家等は、所有者が判明しているものもあるが、「所有者意向調査」にお

いて回答率が低い。一方、所有者及び管理者の所在が不明なものもある。 

・今後、危険度の高い空家等が増加していくと、その地域全体の風評被害が生じ、周

辺住民の生活環境及び不動産価格の低下など、地域全体の発展にも影響を与える可

能性がある。 

・状態の悪い特定空家等候補について、本調査で新たに 10件増え、合計 16件抽出さ

れる結果となっている。 
 
考察 
 

 所有者・管理者が不明である空家等については、問題の解決に向けた取組みが

進まないため、所有者・管理者の特定をする方法を検討する必要があると考え

られる。 

 所有者が判明している空家等については、適正な維持管理を行うよう通知文

の発送を継続して行っていく必要があると考えられる。 

 空家等の放置により、地域の生活環境に影響を及ぼすことが懸念されるため、  

適正な維持管理や有効活用につなげる施策や支援策を講じる必要があると考 

えられる。 

 前回調査で 14件あった特定空家等候補について、文書等による行政指導を行

った結果、8件解消されていることから、引き続き行政指導等による空家等の

解消に努める必要があると考えられる。 
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 今後の体制づくりに関する課題（P27、P28参照） 

・空家等を有効活用するために必要なこととしては、「空き家のリフォームに対する

支援」が 35.4%、「空き家の公的な機関による借上げ制度」が 25.7%、「空き家の

有効活用に関する情報の提供」が 21.2%を占めており、支援制度の周知体制の強化

を図る必要がある。 

・空家等に関する悩みについて相談したい内容としては、「空き家などのリフォーム・

解体活用の促進に向けての相談」が 25.7%を占めており、空家等のリフォーム意向

が高いことがみられる。 

・「空き家などに係る法律や登記に関する相談」が 15.0%、「空き家などに関する相

続・遺言に関する相談」が 14.2%となっており、あわせて 29.2%が法や手続きに関

する相談内容であるため、既存の相談窓口の周知が必要である。 

 

考察 
 

 有効活用できる空家等は多いと考えられるため、これらの流通促進をはかる

仕組みづくりを行うとともに、支援策の充実や活用事例の情報発信が必要で

あると考えられる。 

 市広報やパンフレット等により、各種相談窓口の周知の強化を図る必要があ

ると考えられる。 

 空家等の発生を防ぐために、空家等所有者のみならず、地域住民への啓発や 

連携による取組みの推進が必要であると考えられる。 
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資料-1 空家調査票 
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資料-2 現地写真票 
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資料-3 不良度判定表 
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資料-4 周辺環境への影響 Ｂ・Ｃ・Ｄ判定表 
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資料-5 特定空家等候補判定表 

 

 

 



 

55 

 

資料-6 所有者向けパンフレット 
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